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Ⅰ 北海道総合開発計画に関する資料
１ 計画制度について

①根 拠 法：北海道開発法（昭和２５年法律第１２６号）

②計画の目的・趣旨：国は、国民経済の復興及び人口問題の解決に
、 、寄与するため 北海道総合開発計画を樹立し

これに基づく事業を実施する（法第２条第１
項 。）

③計画の内容：北海道における土地、水面、山林、鉱物、電力その
他の資源を総合的に開発するための計画（法第２条
第２項）

④策定手続き：・策定主体･･･国
（具体的には、国土交通省が立案し、国土審議会
の審議を経て、閣議決定 ）。

、 、・関係地方公共団体は 北海道総合開発計画に関し
内閣に対して意見を申し出ることができる（法第
３条第１項 。）



 

２ 北海道総合開発計画の推移について 
 
 

第１期総合開発計画 計  画 
第１次５ヶ年計画 第２次５ヶ年計画 

第２期総合 
開 発 計 画 

第３期総合  
開 発 計 画  

第４期総合 
開 発 計 画  

第５期総合  
開 発 計 画  

第６期総合  
開 発 計 画  

閣議決定 ― 
昭３２年 

１２月２７日 

昭３７年 

７月１０日 

昭４５年 

７月１０日 

昭５３年 

２月２８日 

昭６３年 

６月１４日 

平１０年 

４月２１日 

期  間 
(年 度) 

昭 27～31 年 昭 33～37 年 昭 38～45 年 昭 46～55 年 

（52 年打切） 

昭 53～62 年 昭63～平9年 平 10～おおむ
ね 19 年 

計画の目標等 

資源開発 産業の振興 産業構造の高
度化 

高生産・高福
祉社会の建設 

安定性のある
総合環境の形
成 

我が国の長期
的発展への貢
献・力強い北
海道の形成 

北海道の自
立、恵まれた
環境・資源の
継承等 

主要施策 

電源の開発 
道路、港湾、
河川等の整備
拡充 
食料の増産 
開発の基本調
査 

道路、港湾等
産業基盤の増
強 
電源の開発 
国土保全施設
の整備 
農業生産基盤
の拡充強化 
農林水産業の
生産性向上 
鉱工業の積極
的開発 
文化厚生労働
施設の整備 

農林水産業の
近代化 
鉱工業の積極
的開発振興 
総合的交通通
信体系の確立 
国土保全と利
水の総合的推
進 
社会生活環境
施設等の整備
拡充 
産業技術の開
発、技術教育、
訓練の強化並
びに労働力移
動の円滑化 
拠点開発の推
進 

近代的産業の
開発振興 
社会生活基盤
の強化 
新交通、通信、
エネルギー輸
送体系の確立 
国土保全と水
資源の開発 
自然の保護保
存と観光開発
の推進 
中核都市圏の
整備と広域生
活圏の形成 

基幹的産業の
発展基盤の整
備 
中枢管理拠点
の形成 
都市及び農山
漁村環境の整
備 
基幹的交通通
信体系の整備 
水資源開発施
設等の整備 
国土保全等安
全基盤の確保 
北方的社会文
化環境の形成 
地域総合環境
圏の展開 

柔軟で活力の
ある産業群の
形成 
高度な交通、
情報・通信ネ
ットワークの
形成 
安全でゆとり
のある地域社
会の形成 

地球規模に視
点を置いた食
料基地の実現
と成長期待産
業等の育成 
北の国際交流
圏の形成 
北海道の美し
さ雄大さを引
き継ぐ環境の
保全 
観光・保養な
ど国民の多様
な自己実現や
交流の場の形
成 
安全でゆとり
ある生活の場
の実現 

人 口 ６００万人 ５５０万人 ５８６万人 ６００万人 ６２０万人 ６２０万人 ５８０万人 

経済成長率 ― ７．１％ ８．８％ ９．７％ ７％ ４１ /４％ 
おおむね全国
と同程度 経

済
社
会
フ
レ
ー
ム 
資 金 

４,３３５
億円 

６,６００
億円 

３．３兆円 
行 政 投 資
0.94 兆 円 ､
政府企業、
民間企業等
投 資 2.36
兆円 

２ ０ . ７ ５
兆円 
行 政 投 資
8.55 兆 円 ､
民間企業等
投 資 12.2
兆円 

４ ７ . １ 兆
円 
行 政 投 資
18.1 兆円、
民間企業等
投資 29 兆
円 

６０兆円程
度 
内広義の国
土基盤投資
40 兆円程度  

― 

 
 

（参考） 北海道が策定した長期総合計画 

 
計 画 ― ― ― ― 

北 海 道  
発 展 計 画  

北 海 道 
新 長 期 
総 合 計 画 

第 ３ 次  
北海道長期
総 合 計 画 

期  間 
(年 度) 

― ― ― ― 昭53～62年 昭63～平9年 平10～19年 
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国土利用計画

　全国計画

　都道府県計画

　市町村計画

Ⅱ　新たな国土計画の検討に関する資料
　１　国土に関する諸計画の体系

経済計画

公共投資基本計画

治山

治水

森林

都市公園

下水道

廃棄物処理施設

海岸

港湾

空港
特定交通安全施設等

住宅

漁港

沿岸漁場

道路

急傾斜地

土地改良

国土総合開発計画

　全国総合開発計画

　　都府県総合開発計画

　　地方総合開発計画

　　特定地域総合開発計画

土地利用
基本計画

個別規制法に基づく諸計画

　都市計画

　農業振興地域整備計画

　森林計画

　公園計画

　自然環境保全計画　　等

社会資本整備長期計画

地方開発に関する計画

　○北海道総合開発計画

　　沖縄振興開発計画

　　東北・北陸・中国・四国・九州

　　の各地方開発促進計画

特定地域の振興に関する計画

　半島、山村、離島、過疎地域、
　豪雪地帯、特殊土じょう地帯、
　低開発地域、奄美諸島、小笠
　原諸島　　等

　その他の各種計画

　　水資源開発基本計画

　　防災基本計画

　　環境基本計画　　等

大都市圏整備に関する計画

　　首都圏

　　近畿圏

　　中部圏

※網掛け部分は、国土審議会
基本政策部会中間報告「国土
の将来展望と新たな国土計画
制度のあり方」において触れら
れている計画を示す。
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２ 各計画制度の概要

計 画 計画の趣旨 計画策定手続き

全国総合開発計画 国が全国の区域について作成する 国土交通大臣は、関係行政機関

国土総合開発計画であり、国の施 の長の意見を聴き、国土審議会

策の総合的かつ基本的な計画 の調査審議を経て、全国総合開

発計画を作成する。

国土利用計画 国が国土の利用に関する基本的な 国土交通大臣は、国土審議会及

（全国計画） 事項について作成するもの び都道府県知事の意見を聴き、

全国計画の案を作成し、閣議決

定を求める。

首都圏基本計画 首都圏内の人口規模、土地利用そ 国土交通大臣が関係行政機関の

の他整備計画の基本的事項を定め 長、関係都県及び国土審議会の

るもの 意見を聴いて決定する。

近畿圏基本整備計画 近畿圏における人口の規模及び配 国土交通大臣が関係府県、関係

分等に関する総合的かつ基本的方 指定都市及び国土審議会の意見

針並びに根幹的施設の整備に関す を聴くとともに関係行政機関の

る事項等を定めるもの 長に協議して決定する。

中部圏基本開発整備 中部圏における人口の規模及び配 関係県は、その協議により、中

計画 分等に関する総合的かつ基本的方 部圏開発整備地方協議会の調査

針並びに根幹的施設の整備に関す 審議を経て計画の案を作成し、

る事項等を定めるもの 国土交通大臣に提出。

国土交通大臣は、案に基づき国

土審議会の意見を聴くとともに

関係行政機関の長に協議して決

定する。

各地方開発促進計画 各地方における資源の総合的開発 国土交通大臣は、国土審議会の

の促進に関する計画 審議を経て計画を作成する。東北、北陸､中国、

関係地方公共団体は、意見を申四国、九州

し出ることができる。
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３ 国土審議会基本政策部会中間報告「国土の将来展望と新たな国土計画
制度のあり方」の主なポイント

第１部 国土の将来展望と国土計画の新たな課題
１． 国土の将来展望と課題
ⅰ）中枢・中核都市から遠隔地では大幅に人口減少し、地域社会そのものの存続が
困難となる可能性。
ⅱ）厳しい財政制約と、既存ストックの更新投資需要増のため、社会資本の新規投
資余地が縮小の可能性。
ⅲ）我が国の国際的な競争力・魅力が低下している中で、国境を越えた地域間競争
が激化。

２．21世紀の国土計画に求められる新たな対応
ⅰ）観光資源や自然環境、先端技術等の地域資源を活かしながら、地域の選択と責
任の下で「地域発展のポートフォリオ」を定めて施策を推進。
ⅱ）二層の広域圏を念頭に域内で機能分担と相互補完。
イ）人口 ～ 万人程度以上、時間距離１～ 時間目安の生活圏域30 50 1.5
ロ）人口 ～ 万人程度以上の地域ブロック600 1,000
ⅲ）社会資本の整備・管理におけるハード施策・ソフト施策の適切な組合せ。
ⅳ）情報公開に基づく合意形成と多様な主体の参加。

第２部 国土計画体系の改革
「開発」重点の計画から、利用・開発・保全による「総合的な国土管理の指針」とし
ての役割を担う計画として、全国総合開発計画と国土利用計画を統合。
計画の指針性を向上させるとともに、国と地方の役割分担の明確化を図る。

１．国土計画のマネジメントサイクル
ⅰ）計画内容の重点化、アウトカム的な指標の導入。
ⅱ）地元関係者等の計画策定過程への参画。
ⅲ）国土を体系的にモニタリングし、計画目標の達成度や計画自体の妥当性を適宜
評価。

２．広域ブロック計画のあり方
ⅰ）経済圏の整備等の都府県をまたがる一体的な対応、連携・協力による効率的・
効果的な地域整備等のため、広域ブロック計画が必要。
ⅱ）地元地域の各主体が参加・協議して原案を作成した上で、国が計画決定する仕
組みへ。
ⅲ）総合性や具体性を確保するため、計画意図や戦略を示す図面を作成。

３．土地利用に関する計画制度
ⅰ）国土利用計画(都道府県)と、土地利用基本計画との連携を強化。
ⅱ）国土利用計画(市町村)では、個性ある地域づくりのため、使いやすく実効性の
ある枠組みを提供。
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Ⅲ 北海道総合開発計画の在り方等の検討に関する資料

１ 第２次地方分権推進計画（平成11年3月閣議決定）－抜粋－

第４ 国が策定又は関与する各種開発・整備計画の見直し

以下の事項について、今後、国土計画体系の見直しを行う中で、国土審議会等におい

て速やかに検討を行い、結論を得て、その結論に基づいて必要な措置を講ずる。

なお、北海道及び沖縄県の区域においては、その特殊事情にかんがみ、様々な特例制

度が設けられているところであるので、北海道総合開発計画及び沖縄振興開発計画の在

り方については、別途検討することとする。

１ 国土総合開発計画及び国土利用計画の見直し

(1) 次の事項については、現在国土審議会において今後概ね２年を目途に進められて

いる21世紀の国土計画の在り方についての調査審議の中で検討し、その結果を踏ま

え、結論を得ることとする。

ア 全国総合開発計画は、国土づくりの基本的な将来構想・理念及びそれを実現する

ための課題や施策を示すとともに、その計画内容については、地方公共団体の計画

機能を阻害することのないよう、国が本来果たすべき役割に係る事項に重点化する

こと。

また、全国総合開発計画は、地方公共団体が行う施策との関係では、地方公共団

体が主体的に地域づくりを進める上での指針を示すものであるとの位置付けを法制

上明確にすること。

イ 全国総合開発計画の策定過程において地方公共団体の意見を聴取する仕組みを法

令上設けること。

ウ 国土の利用に関して、全国総合開発計画と国土利用計画の連関性をより実効ある

ものとするため、国土総合開発法及び国土利用計画法の在り方について、総合的か

つ抜本的に見直すこと。

(2) 今後の課題として、都道府県及び市町村が各種土地利用の調整や規制の基本とな

る土地利用に関する総合計画を策定できるよう、土地利用に関する諸制度に関し、
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個別法に基づく土地利用に係る要件が比較的緩い地域（いわゆる「計画白地地域」）

における土地利用整序の確保等をはじめとした総合的な観点からの見直しについて検

討することとする。

２ 大都市圏整備計画及び地方開発促進計画の見直し

２の１ 大都市圏整備計画の見直し

(1) 首都圏基本計画及び首都圏整備計画並びに近畿圏基本整備計画については、１(1)

における検討状況等をも踏まえ、三大都市圏それぞれの位置付けの明確化を図りつ

つ、関係都府県が、その協議により計画に盛り込む内容の案を作成し、内閣総理大臣

がこの案に基づいて必要な追加及び修正を行い、決定する仕組みとする。

(2) 首都圏事業計画、近畿圏事業計画及び中部圏事業計画の作成に係る事務の合理化

を平成１１年中に図る。特に、地方公共団体が行う施策に係る部分については、その

フォローアップ機能を果たすための必要最小限の事務に限定することとし、地方公共

団体の事務負担の軽減を図る。

２の２ 地方開発促進計画の見直し

地方開発促進計画については、１(1)における検討状況等をも踏まえ、関係県が、そ

の協議により計画に盛り込む内容の案を作成し、内閣総理大臣がこの案に基づいて必要

な追加及び修正を行い、作成する仕組みとする。

※ 地方開発促進計画とは、東北開発促進計画、北陸地方開発促進計画、中国地方開発

促進計画、四国地方開発促進計画及び九州地方開発促進計画をいう。
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、
国
民
経
済
の
復
興
及
び
人
口
問
題
の
解
決
に
件
の
改
善
並
び
に
地
理
的
及
び
自
然
的
特
性
に
即
し
た
沖
縄
の
振

の
寄
与
す
る
た
め
、
北
海
道
総
合
開
発
計
画
を
樹
立
。
興
開
発
を
図
り
、
も
っ
て
住
民
の
生
活
及
び
職
業
の
安
定
並
び
に

目
福
祉
の
向
上
に
資
す
る
こ
と
。

的 計
○
北
海
道
に
お
け
る
土
地
、
水
面
、
山
林
、
鉱
物
、
電
○
振
興
開
発
計
画
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
○
各
地
方
に
お
け
る
土
地
、
水
、
山
林
、
鉱
物
、

画
力
そ
の
他
の
資
源
を
総
合
的
に
開
発
す
る
た
め
の
計
す
る
。

電
力
そ
の
他
の
資
源
の
総
合
的
開
発
の
促
進
に

の
画

①
土
地
（
公
有
水
面
を
含
む
）
の
利
用
に
関
す
る
事
項

関
す
る
計
画

。
内

②
農
林
漁
業
、
鉱
工
業
等
の
産
業
の
振
興
開
発
に
関
す
る
事
項

容
③
中
小
企
業
の
振
興
に
関
す
る
事
項

④
道
路
、
港
湾
、
空
港
等
の
交
通
施
設
及
び
通
信
施
設
の
整
備
に

関
す
る
事
項

⑤
水
資
源
及
び
電
力
そ
の
他
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
開
発
に
関
す

る
事
項

⑥
都
市
の
整
備
に
関
す
る
事
項

⑦
住
宅
、
生
活
環
境
施
設
､保
健
衛
生
施
設
及
び
社
会
福
祉
施
設
の

整
備
並
び
に
医
療
の
確
保
に
関
す
る
事
項

⑧
職
業
の
安
定
に
関
す
る
事
項

⑨
教
育
及
び
文
化
の
振
興
に
関
す
る
事
項

⑩
防
災
及
び
国
土
の
保
全
に
係
る
施
設
の
整
備
に
関
す
る
事
項

⑪
観
光
の
開
発
に
関
す
る
事
項

⑫
離
島
の
振
興
に
関
す
る
事
項

⑬
自
然
環
境
の
保
護
及
び
公
害
の
防
止
に
関
す
る
事
項

⑭
前
各
号
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
沖
縄
の
振
興
開
発
に
関
し
必

要
な
事
項

計
○
国
は
、
北
海
道
総
合
開
発
計
画
を
樹
立
。

○
沖
縄
県
知
事
は
、
振
興
開
発
計
画
の
案
を
作
成
し
、
内
閣
総
理
大
○
国
土
交
通
大
臣
は
、
国
土
審
議
会
の
審
議
を
経

画
臣
に
提
出
。

て
開
発
促
進
計
画
を
作
成
。

策
○
関
係
地
方
公
共
団
体
は
、
内
閣
に
対
し
て
意
見
を
申

定
し
出
る
こ
と
が
で
き
る
。

○
内
閣
総
理
大
臣
は
、
振
興
開
発
計
画
の
案
に
基
づ
き
、
沖
縄
振
興
○
関
係
地
方
公
共
団
体
は
、
意
見
を
申
し
出
る
こ

手
開
発
審
議
会
の
議
を
経
る
と
と
も
に
、
関
係
行
政
機
関
の
長
に
協
と
が
で
き
る
。

続
議
し
て
、
振
興
開
発
計
画
を
決
定
。
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（東
北、
北陸
､中
国、
四国
、九
州）

北
海
道
開
発
法

沖
縄
振
興
開
発
特
別
措
置
法

各
地
方
開
発
促
進
法

計
○
国
は
、
北
海
道
総
合
開
発
計
画
に
基
づ
く
事
業
を
当
○
沖
縄
振
興
開
発
事
業
関
連
の
特
例

○
開
発
促
進
計
画
に
基
づ
く
事
業
は
、
本
法
に
定

画
該
事
業
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
従
い
、
実
施
。

・
国
の
負
担
又
は
補
助
の
割
合
の
特
例

め
る
も
の
の
ほ
か
、
当
該
事
業
に
関
す
る
法
律

の
・
国
の
負
担
又
は
補
助
の
割
合
の
特
例

・
直
轄
事
業
の
範
囲
の
特
例

の
規
定
に
従
い
、
国
、
地
方
公
共
団
体
そ
の
他

実
・
直
轄
事
業
の
範
囲
の
特
例

・
国
有
財
産
の
譲
与
等

の
者
が
実
施
。

施
・
地
方
債
に
つ
い
て
の
配
慮

・
関
係
行
政
機
関
の
長
は
、
毎
年
度
、
開
発
促

・
北
海
道
開
発
事
業
費
に
つ
い
て
は
、
国
土
交
通

・
沖
縄
振
興
開
発
事
業
費
に
つ
い
て
は
、
内
閣
府
が
一
括

進
計
画
の
実
施
に
つ
い
て
そ
の
所
掌
す
る
事

省
が
一
括
計
上
を
行
っ
て
い
る
。

計
上
を
行
っ
て
い
る
。

項
に
関
し
て
作
成
し
た
翌
年
度
の
事
業
計
画

を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
。

（
公
共
事
業
以
外
に
係
る
も
の
）

・
国
土
交
通
大
臣
は
、
提
出
さ
れ
た
事
業
計
画

○
産
業
振
興
の
た
め
の
特
別
措
置

に
つ
い
て
必
要
な
調
整
を
行
う
。

・
工
業
等
開
発
地
区
、
情
報
通
信
産
業
振
興
地
域
、
観
光
振
興

地
域
に
係
る
課
税
の
特
例
、
地
方
交
付
税
に
よ
る
減
収
補
填
・
国
土
交
通
大
臣
は
、
毎
年
度
、
関
係
行
政
機

措
置
等

関
の
長
か
ら
開
発
促
進
計
画
に
基
づ
く
事
業

○
自
由
貿
易
地
域
及
び
特
別
自
由
貿
易
地
域

の
実
施
に
関
す
る
資
金
計
画
の
提
出
を
求

○
電
気
事
業
振
興
の
た
め
の
特
別
措
置

め
、
こ
れ
に
つ
い
て
事
業
計
画
の
円
滑
な
実

○
職
業
の
安
定
の
た
め
の
特
別
措
置

施
を
図
る
た
め
必
要
な
調
整
を
行
う
。

○
そ
の
他
の
特
別
措
置
（
無
医
地
区
に
お
け
る
医
療
の
確
保
等
）

※
振
興
開
発
の
方
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
た
め
以
下
の
法
律
の
適
用

が
除
外
さ
れ
て
い
る
。

・
離
島
振
興
法

・
後
進
地
域
の
開
発
に
関
す
る
公
共
事
業
に
係
る
国
の
負
担
割
合

の
特
例
に
関
す
る
法
律

低
開
発
地
域
工
業
開
発
促
進
法

・ ・
奥
地
等
産
業
開
発
道
路
整
備
臨
時
措
置
法

・
山
村
振
興
法

・
農
村
地
域
工
業
等
導
入
促
進
法
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３
北
海
道
総
合
開
発
計
画
の
在
り
方
等
の
検
討
に
係
る
論
点
（
案
）

北
海
道
総
合
開
発
計
画
の
在
り
方
等
の
検
討
に
当
た
っ
て
は
、
北
海
道
開
発
の
新
た
な
推
進
方
策
の
検
討
の
内
容
も
踏
ま
え
、
計
画
の
目
的
・
内
容
、
計

画
の
策
定
手
続
き
、
北
海
道
開
発
の
推
進
手
段
等
が
国
の
課
題
の
解
決
に
寄
与
す
る
た
め
に
適
切
な
も
の
と
な
っ
て
い
る
か
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
。

考
え
ら
れ
る
論
点
、
検
討
事
項

備
考

計
画
の
○
北
海
道
の
開
発
の
今
日
的
意
義
を
踏
ま
え
、
計
画
の
目
的
は
現
行
の
ま
ま
で
よ
い
か
。

・
現
行
の
北
海
道
開
発
法
で
は
、
計
画
策

目
的
・

定
の
目
的
は
「
国
民
経
済
の
復
興
及
び

内
容
〈
論
点
の
例
〉

人
口
問
題
の
解
決
に
寄
与
す
る
た
め
」

○
計
画
の
内
容
に
つ
い
て
資
源
の
総
合
的
な
開
発
以
外
の
視
点
を
加
え
る
必
要
が
な
い
か
と
さ
れ
て
い
る
。

、
「
」

。
〈
加
え
る
視
点
の
例
〉

・
国
土
の
「
利
用
「
保
全
」

・
現
行
の
北
海
道
開
発
法
で
は
「
開
発

」、
、

・
住
民
の
生
活
の
安
定
」
等
地
域
振
興
的
要
素

計
画
は
、
北
海
道
に
お
け
る
土
地
、
水

「
面
、
山
林
、
鉱
物
、
電
力
そ
の
他
の
資 」

○
計
画
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
サ
イ
ク
ル
を
確
立
す
る
必
要
が
な
い
か
。

源
を
総
合
的
に
開
発
す
る
た
め
の
計
画

・
ア
ウ
ト
カ
ム
的
な
指
標
の
提
示

と
さ
れ
て
い
る
。

・
計
画
評
価
等

計
画
の
○
計
画
の
策
定
主
体
を
ど
う
す
る
か
。
引
き
続
き
国
と
す
る
か
。

・
現
行
の
北
海
道
開
発
法
で
は
「
国
は

、
策
定
手

･･
･北
海
道
総
合
開
発
計
画
を
樹
立
」

続
き
○
策
定
主
体
を
国
と
す
る
場
合
、
地
方
公
共
団
体
、
経
済
団
体
等
様
々
な
関
係
者
の
意
見
を
ど
う
反
す
る
と
さ
れ
て
い
る
。

映
さ
せ
る
か
。

・
現
行
の
北
海
道
開
発
法
で
は
「
関
係

、
、

、
○
地
域
住
民
の
意
見
を
ど
う
反
映
さ
せ
る
か
。

地
方
公
共
団
体
は
開
発
計
画
に
関
し

内
閣
に
対
し
て
意
見
を
申
し
出
る
こ
と

○
策
定
手
続
き
に
お
い
て
、
直
轄
事
業
等
を
実
施
す
る
国
の
地
方
支
分
部
局
の
関
与
を
ど
の
よ
う
に
が
で
き
る
」
と
さ
れ
て
い
る
。

考
え
る
か
。

北
海
道
○
目
的
、
内
容
を
変
更
し
た
場
合
、
追
加
す
べ
き
推
進
手
段
は
何
か
。

・
北
海
道
開
発
事
業
費
の
一
括
計
上
及
び

開
発
の
（
推
進
方
策
の
検
討
の
内
容
と
連
携
）

北
海
道
開
発
事
業
の
う
ち
主
な
事
業

推
進
手

に
係
る
国
庫
補
助
負
担
率
の
か
さ
上
げ

段
等
が
行
わ
れ
て
い
る
。
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考
え
ら
れ
る
論
点
、
検
討
事
項

備
考

基
本
政
策
部
会
中
間
報
告
に
お
い
て
、
現
行
の
全

そ
の
他
○
新
た
な
国
土
計
画
と
北
海
道
総
合
開
発
計
画
と
の
関
係
の
整
理

国
総
合
開
発
計
画
と
国
土
利
用
計
画
を
統
合
し
た

「
新
た
な
国
土
計
画
」
は
「
利
用
、
開
発
、
保
全

、
に
よ
る
総
合
的
な
国
土
管
理
の
指
針
」
と
し
て
の

役
割
を
担
う
と
さ
れ
、
地
方
公
共
団
体
等
に
対
し

て
土
地
利
用
の
在
り
方
に
つ
い
て
指
針
を
発
し
て

い
く
必
要
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。

な
お
、
広
域
ブ
ロ
ッ
ク
計
画
（
都
府
県
を
越
え

た
広
域
圏
に
関
す
る
計
画
）
に
お
い
て
も
各
地
域

ブ
ロ
ッ
ク
の
課
題
に
即
し
た
土
地
利
用
の
指
針
の

提
示
を
検
討
す
る
と
さ
れ
て
い
る
。

○
圏
域
間
競
争
を
確
保
す
る
た
め
の
仕
組
み
を
検
討
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

・
第
期
計
画
に
お
い
て
は
、
北
海
道
を

6
道
南
、
道
北
、
オ
ホ
ー
ツ
ク
、
十
勝
及

び
釧
路
・
根
室
の
６
つ
の
地
域
に
区
分

し
施
策
の
展
開
を
図
っ
て
い
る
。

な
ど
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「 」４ 北海道が我が国の発展にどのようなかたちで貢献していくべきか
等についての各委員からの意見概要

①北海道が我が国の発展にどのようなかたちで貢献していくべきか。

○北海道における広大な土地等の資源や恵まれた自然を生かし、先駆的な取組み

を行うべきであるとの意見があった。

、 。○北海道が我が国の発展に貢献していく分野について 主な意見は以下のとおり

・安全な食料の生産・備蓄基地

・リサイクル産業の基地
・個人のニーズに対応するためのきめ細かい生産・加工・流通システムの構築
・人材育成、高等教育の拠点

・寒冷地における土木建築等に関する技術の活用

・北東アジア、北太平洋圏の交流の玄関口

・恵まれた自然環境、資源の保全と持続的利用

・ 癒し 「安らぎ」の土地「 」
・リーズナブルで品質の高い余暇空間の提供、北海道の自然の特殊性を生かし
た観光の提供

・多自然居住など多様な価値観に対応したコミュニティ形成

・新たなライフスタイル実現の場

・安全で安定した国土の保全

○また、経済の低成長や人口減少という状況においても生活の豊かさを実感でき
る社会を形成することが必要であるとの意見があった。

②「自立する北海道」とは具体的にどのような姿を目指すのか。そのため
に何をすべきか。

○「自立」についての基本的な考え方として、経済・財政の面からだけで考える

ことに疑問があり、域際収支の解消にこだわるべきではないとの意見やもと
もと北海道は「自立」しているとの意見もあった。
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○「自立」は、安全で安定した国土の保全を前提とし、機能が、生活・活動領域

に応じて充実している状態を指すとの意見があった。
○「自立」とは、地域の課題について主体的に決定できるかどうかということが

重要な要素となる。そのため、社会資本整備に当たっては、立案段階での住
。民参加等により多様なニーズを盛り込むことが必要であるとの意見があった

○「自立する北海道」を目指すために行うべきことについて、主な意見は以下の

とおり。
・道内各地方中核都市のリノベーション
・北海道の特性を活用した新技術、サービスの開発や北海道独自の産

業、ビジネスモデルの構築
例：第1次産業の高付加価値化

環境保全型の産業への転換
自然エネルギー、燃料電池の組合せによるエネルギーシステ
ムの構築

排気ガスゼロの交通システムの構築
物流基地の整備
各圏域、地域のオリジナリティを生かした観光振興

③．①及び②を推進する上で国が担うべき役割は何か。

○国が担うべき役割について、主な意見は以下のとおり。
・日本全体における北海道の役割・価値を踏まえた政策体系のデザインを行
うこと。

・北海道開発による利益が国民に還元されることをわかりやすく提示するこ
と。

・国全体としての方向性の中で、地域が主体的、自主的に発想した施策の支
援、そのために必要な調整、情報提供を行うこと。
・人材育成

・国際交流促進
・長期的視点に立った公共投資（基礎的社会基盤の整備、国土の保全）

○国、地方公共団体、民間部門の役割分担が明確でなく、国の関与する領域、役
割について明確にすることが必要であるとの意見があった。

○また、北海道の開発について、地域的な視野からも構想の立案を行うべきであ
るとの意見があった。

以上


